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は じ め に

国内では橋梁は年間どのくらい造られているのか？

図１は日本橋梁建設協会の年度別鋼橋受注実績1)を1964年

度からグラフ化したものである．なお，受注実績は年度に

架けられた橋梁の鋼重とは異なる．同図によれば，ピーク

時の1995年には90万トンに達しているが，至近の2011年度

は約27万トンまで落ち込んでいる．これは過去約50年間の

推移を見ても極めて低いと言える．

我が国の橋梁数は，橋長 15m以上の橋は15万橋，橋長
2m以上の橋は70万橋存在すると言われている2)．図２は鋼

橋，コンクリート橋他全ての 15m以上の橋梁箇所数を年
度毎にまとめたものである3)．高度成長期に多くの橋梁が

建設されたことが分かる．最新技術が集約された現在の橋

梁に対して該当するか明確ではないが，古く造られた橋梁

の多くは建設後50年で老朽化が進み，50年を目処に架け替

えられていると言われている2)．現在の橋梁新設数の落ち

込みを考慮すると，図２に示されるように1980年頃までに

建設された橋梁は，これから約20年後に供用50年を超え

る．その橋梁の割合は，大雑把に見積もっても全体の約半

数に達することとなる．その結果，補修や新設が順調に進

まないと仮定すれば，現在の橋長 15m以上の15万橋は維
持できなくなり，経済活動に弊害が生じるものと考えられ

る．我が国の持続的な経済発展を維持していくためには，

橋梁の更新や再生は必須である．従って，橋梁需要は現在

の量よりも将来的には増加し，図１に示した年度毎の橋梁

受注量や図２に示した総橋梁数は，将来的には右上がりに

回復することが期待される．

本報告では，船舶，自動車，建産機，建築，基礎工，特

殊容器等，橋梁以外の分野における技術者の方々に対し，

橋梁用鋼材がどのような基準，考え方で使われているの

か，製造や溶接のポイントは何なのか？基本的な部分を解

説する．また，紙面の都合により，一般的な道路橋に話題

を絞ることとする．

適用材料と製造プロセス

2.1 適用材料

2.1.1 橋梁用鋼材の概要

日本の道路において，その根幹となる法律は道路法であ

る．道路法と，その関係法令である道路構造令は，必要な

技術的基準を政令で定めることができるとしており，その

技術的基準が道路橋示方書である．国土交通省の都市･地

域整備局長，道路局長より，「橋，高架の道路等の技術基準」

として通達されるものであり4)，最近では2012年（平成24

年）に改訂が行われた5)．

図１　橋梁受注実績



道路橋示方書の対象は，支間 200mまでの設計および施
工が対象であり，それ以上の規模を有する橋梁に対して

は，道路橋示方書に適正な補正を行うことにより準用でき

るとされている．

道路橋示方書の使用材料について，鋼材は，強度，伸び，

じん性等の機械的性質，化学組成，有害成分の制限，厚さ

やそり等の形状寸法の特性や品質が確かなものでなけれ

ばならない，と規定されている．

なお，構造用鋼材（橋梁上部工の桁や横構など主構造を

構成するもの），鋼管（下部工に適用される鋼管杭），接合

用鋼材（鋼材同士を締め付け力で接合する部品），溶接材

料，鋳鍛造品（主として二次的な付属品），線材と棒鋼（コ

ンクリート構造に適用されるプレストレス締め付け部材，

引張強度不足を補うための鉄筋），頭付きスタッド（鋼部材

とコンクリート部材を接合するための部材）は各々 JISで
規定されており，道路橋示方書に明記されたものであれ

ば，上記の機械的性質等を満たすものとみなす，とされて

いる5)．

つまり，橋として，全体構造及び構造部材の安全性，耐

久性，又は溶接等の施工性等の使用目的に応じて要求され

る種々の特性や品質を保証するのは JIS材であり，そのた
め鋼材検査証明書を確認することによって，所要の特性や

品質を有するという基準が定められている．なお，製作，施

工の合理化や経済性，又は耐久性等の性能向上を目的とし

た新しい鋼材の適用にあたっては，鋼材特性が構造物の性

能に及ぼす影響を試験等によって確認するとともに，品質

についても JIS規格と同等であることを確認することが
要求されている5)．

以降，紙面の都合もあるため，本報告では構造用鋼材を

中心に述べる．

道路橋示方書の構造用鋼材を見ると，構造用鋼材として

は，一般構造用圧延鋼材，溶接構造用圧延鋼材および溶接

構造用耐候性熱間圧延鋼材（W種のみ）が示されている．昭
和31年の鋼道路橋設計示方書，鋼道路橋製作示方書6)では，

現在の規格に相当する JIS G 3101 の一般構造用圧延鋼材

である SS41 のみが規定されていた．現在の道路橋示方書5)

では，SS400，SM400 の A，B，C，C-H，SM490 の A，B，
C，C-H，SM490Yの A，B，SM520 の C，C-H，SM570，SM570-
H，SMA400 の AW，BW，CW，CW-H，SMA490 の AW，BW，
CW，CW-H，SMA570 のW，W-Hの25種に至っている．鋼
種の選定にあたっては，部材の応力状態，製作方法，架橋

位置の環境条件，防せい防食法等に応じて，鋼材の強度，伸

び，靭性等の機械的性質，化学組成，有害成分の制限及び

厚さやそりなどの形状寸法等の特性や品質を考慮して適

切に選定することとなっている5)．

なお，鋼種の選定において特に配慮すべき事項は下記の

とおりである．

1．低温度地域への適用

2．溶接による拘束力を受ける部材で板厚方向に引張力

を受ける場合

3．主要部材において小さい曲げ半径で冷間曲げ加工を

行う場合

4．予熱温度を低減して溶接施工を行う場合

5．溶接入熱量の大きい溶接法を適用する場合

1. は気温が著しく低下する地方での低温じん性に対す
る配慮である．2. の板厚方向に引張応力を受ける主要部材
に対しては，表１の厚さ方向の絞り値を規定するが，この

場合は溶接継手の種類や，応力状態によって必要な特性値

が異なることに注意する必要がある．なお，この特性値の

決定には文献7) 等が参考になる．3. の曲げ加工に関して
は，曲率半径が板厚 tの15倍，即ち 15 t以上が一般的な規
定であるが，表２のように，所要のシャルピー吸収エネル

ギーが保証されれば，曲率半径を 7 tあるいは 5 tのように
下げることが許容されている．溶接に関する4. と5. につ
いては，次節で述べる．

表３は，板厚による鋼種選定基準である．同じ強度グレ

ードでも板厚が厚い場合はシャルピー靭性値が保証され

た鋼種（Bまたは C）を使用することが規定されている．JIS
規格では，表に示した25種については，全てにおいて適用

129

45溶接学会誌　第 82 巻（2013）第２号

図２　道路橋ストックの現状
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厚さとしては 100mmあるいはそれ以上まで認められて
いるため，道路橋示方書は JIS規格を限定した適用厚さを
採用している5)．

2.1.2 耐候性鋼

耐候性鋼は，1960代から米国で橋梁に使われ始め，その

後1980年には，橋梁用鋼材の12％が耐候性鋼となった．し

かし1980年にMichigan州で凍結防止剤の影響により耐候
性鋼の腐食に問題有りと判断され，ハイウェーに耐候性鋼

を無塗装で使用することが禁じられた．その後，米国鉄鋼

協会が無塗装仕様の耐候性鋼の調査を実施し，融雪塩の散

布量が多いこと，継手部での漏れが多いこと，の二つが橋

梁の腐食の原因であり，その二つの影響のない他の大部分

の橋梁は健全な状態であったこと等が報告された．その

後，耐候性鋼の比率は1989年には15％に達し8)，2000年前

後では40～45％まで伸びるに至っている9)．

米国と同じ1960年代，JFEスチール知多製造所内にある
知多二号橋が国内で最初の無塗装仕様である．都市部では

その色の外観やさび汁の懸念から，耐候性鋼を無塗装で使

用することは少ないが，地方では圧倒的に高いシェアを占

めるようになり，鉄連統計によれば，全体鋼重でも現在で

は20％前後のシェア（鋼重で換算）を占めている．

一般的な耐候性鋼無塗装仕様の規格は，JIS SMAであ
る．この JIS SMAの環境適用区分については，建設省土木
研究所，鋼材倶楽部（現日本鉄鋼連盟），日本橋梁建設協会

の３者共同研究により，日本全国で耐候性鋼を無塗装使用

して良い地域区分が日本地図上に示された．詳細は文献

10) を参照されたい．
例えば，最も飛来塩分量の高い日本海北部（日本海 Iと
区分）においては，離岸距離 20 kmを超えれば耐候性鋼を
無塗装仕様して良い，というものである．この基準の根拠

130

46 溶接接合教室－実践編－　加藤ほか：橋梁「材料編」

道路橋示方書･同解説（H24）

表３　板厚による鋼種選定基準

表１　厚さ方向の絞り値及び硫黄含有量

表２　シャルピー吸収エネルギーに対する冷間曲げ加工半径の許容値

道路橋示方書･同解説（H24）
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が JIS SMAに対する飛来塩分量 0.05mddであり，この値
は50年後推定板厚減少量が，概ね 0.3mm以下となる値と
して設定された10)．しかし，その後鉄鋼各社でニッケル系高

耐候性鋼が開発され11)，Ni等の合金元素を高めた結果（概
ね Niが1％から3％であり，JIS SMAの Niよりも一桁多
い），0.05mddを超える環境においても無塗装使用が可能
なものである．JIS規格化はされておらず，各社の評価基準
（想定橋梁地点環境下での長期間腐食量予測）によって，適

用判断がされているが，飛来塩分量は JIS SMAよりも大き
い値が想定されている11)．

それでは，JIS SMA，ニッケル系高耐候性鋼はどのような
判定基準で橋梁への適用評価がされるのか？その評価フ

ローの例として腐食予測の例を図３に示す12)．先ず入力デ

ータとして，対象とする橋梁の場所，離岸距離を入力する．

次にその値から，近傍の気象官署のデータから温度，湿度

を抽出し，飛来塩分量を文献13) に示される式（飛来塩分
量が離岸距離の－0.6乗に比例して減少する式）から計算
する．その次に腐食量の式である X年に対する腐食量 Y
を Y＝AXBとして計算し，100年後の腐食量を鋼種に応じ

た腐食特性により評価する．結果的に，鋼種の100年後の

腐食量が環境条件に応じて計算されるため，その地点に適

した耐候性鋼のグレードを定めることができる．

2.1.3 橋梁用高性能鋼材 SBHS

平成24年の道路橋示方書改訂後，以下の記述が加わっ

た．従来の鋼材に対して降伏強度が高く，予熱の省略や低

減が可能な施工性を向上させた鋼材が開発され，JIS G
3140 橋梁用高降伏点鋼板（SBHS）として制定されている．
適用にあたっては，条文に規定される鋼材と同等の安全性

が確保されるように設計するとともに，製作･施工におい

て所定の品質が確保されることを確認する等，十分に検討

する必要がある5)．

BHS鋼は，TMCP技術を駆使することにより，高い降伏
強度，製作性（溶接性，加工性）および耐候性に優れた性

能を有する鋼材として開発され，2005年に（社）日本鉄鋼

連盟製品規定により規格化13)され，東京ゲートブリッジの

３径間連続複合トラス橋部分の鋼重約２万トンのうち，約

１万トンに SBHS500 が採用された14)．その後，より広く普

及させるため，2008年に SBHS500，SBHS500W（Wは耐候
性仕様），SBHS700，SBHS700Wが JIS G 3140 に規定され
た．2011年には，SBHS400，400Wが加えられ現在に至っ
ている15)．

SBHSの特性を表４に示す16)．SBHS400（W），SBHS500
（W），SBHS700（W）の強度別の３鋼種は，いずれも板厚
増加による降伏強度の低下が無く，従来鋼に対して降伏強

度が高めであり，鋼重を低減可能である．また，PCMは低め，

シャルピー値は高めに設定されており，溶接性や冷間曲げ

加工性が高く，結果的に製作の合理化に役立つ万能な鋼材

である16)．

SBHSを適用した場合，実際の橋梁にはどの位のメリッ
トが生じるのだろうか？　図４に２主 I桁断面の３スパ
ン連続合成桁の平米当り工事費を示す17)．この時適用され

たのは，当時の鉄鋼連盟規定であった BHS500，BHS700で
あるが，鋼材特性は JISのSBHS500，SBHS700 と同一であ
る．ただし，論文は2007年のものであり，現在のコスト体

系にそのまま適用できる結果ではない．しかしながら，中

央支間 120mまでは２主 I桁橋で実現できること，またそ
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図３　腐食予測フロー

表４　SBHS の従来鋼との比較

日本鉄鋼連盟：橋梁用高性能鋼材（2012）



の総コストである工事費が，従来鋼（支間 60mまで）の延
長線上で実現できることが確認され，経済性に優れた橋梁

の実現性が示唆された．このような鋼材が，鋼橋の鋼重，製

作，架設等の合理化に寄与していくことが期待される．

2.2 橋梁用鋼材の製造プロセス

鋼材の機械的特性は，鋼の化学成分の調整と製造プロセ

スにより造りこまれる．厚鋼板の強度グレードとその製造

プロセスを図５に示す．プロセスは通常圧延，TMCP，熱
処理に大別されるが，引張強度 570N/mm2 以上の高強度
鋼を製造するためには TMCPまたは熱処理プロセスが適
用される．

TMCP（Thermo-Mechanical Control Process）は加熱か
ら圧延，冷却までのプロセス条件を制御して，鋼のミクロ

組織をオンラインで造り込み，機械的特性を向上させる技

術である．その特徴を図６に示すが，低い炭素当量（Ceq）
で高強度化が達成できるため，同じ強度でも溶接性に優れ

た鋼材が製造できる．また，TMCPプロセスは結晶粒微細
化をミクロ組織制御の基本原理としており,高強度と高靭
性を両立できるプロセスである．前述した SBHSはこの
TMCPを最大限に活用して製造が可能になった新鋼材で
あり，低 PCM成分での高強度化と高いシャルピー靭性値は

TMCP技術の進歩によるところが大きい．

材料の特性と溶接性

橋梁の製作には一般的な溶接法が適用され，その溶接部

特性も母材と同等以上の性能を有することを基本として

いる．

溶接部の品質で考慮すべきこととして低温割れの防止

がある．低温割れは溶接熱影響部の水素脆化に起因する割

れである．その防止のために溶接部の水素の拡散除去を目
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図４　BHS 試設計：最大支間長と工事費

図５　鋼板の製造プロセスと強化機構，強度



的として予熱が行われるが，一方で予熱作業は施工能率の

低下を招く．予熱温度を低減するためには，溶接金属の水

素量が少ない溶接方法，溶接材料を使用するとともに，鋼

材として溶接部の硬化が抑制できる，すなわち PCMが低い

材料を選択することが必要である．

表５は溶接方法と PCM，及び板厚で区分された予熱温度

の標準である．PCM≦0.22 の鋼材は予熱なしでの施工が可
能となっている．

溶接入熱量の大きい溶接法を適用する場合についても

配慮が必要である．道路橋示方書では下記の場合について

は，別途溶接施工試験により，溶接品質が確保されている

ことを確認しなければならないとされている5)．

(1) SM570，SMA570W，SM520，SMA490Wにおいて１
パスの入熱量が 7,000 J/mmを超える場合

(2) SM490，SM490Y において，１パスの入熱量が

10,000 J/mmを超える場合
(3) 被覆アーク溶接法（手溶接のみ），ガスシールドアー
ク溶接法（CO2ガス又は Arと CO2の混合ガス），サブ

マージアーク溶接法以外の溶接を行う場合

(4) 鋼橋製作の実績がない場合
(5) 使用実績のないところから材料供給を受ける場合
(6) 採用する溶接方法の施工実績がない場合
大入熱溶接部の品質で問題となるのは，結晶粒の粗大化

に起因する溶接熱影響部 HAZ（Heat Affected Zone）の靭性
低下である．大入熱 HAZ靭性を支配する第１の因子は鋼
の化学成分であり，低 Ceqとすることが主要な対策とな
る．ここでも前述した TMCPは不可欠な技術となる．
さらに，大入熱溶接部での靭性を向上させるためには，

鋼中に微細な析出物を分散させて，HAZでの結晶粒粗大
化を抑制する技術などが実用化されており18，19)，溶接施工
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表５　PCM 値と予熱温度の標準

道路橋示方書･同解説（H24）

図６　鋼板の強度に及ぼす Ceq と製造プロセスの影響



に適した鋼材を用いることが必要である．

その他，溶接施工に関わる事項として，平成24年の道路

橋示方書の改訂5)において，疲労耐久性に影響を与える溶

接品質確保の徹底が加えられたことが挙げられる．既設の

鋼道路橋溶接継手部の疲労損傷，溶接品質に起因する疲労

問題の顕在化が背景である．具体的には，施工事例の調査

に基づき溶接施工の各段階において守るべき事項及び標

準的な施工方法，並びに非破壊試験を行う技術者の資格要

件の明確化や，疲労強度を確保するための詳細が記述され

ている．

ま　と　め

本報告では，橋梁用の鋼材として，構造用鋼材を道路橋

示方書に沿う形で紹介し，また SBHSや耐候性鋼のトピッ
クスを若干ながら紹介した．従って，橋梁の技術者の方々

にとっては些か退屈な内容であったと考えている．しか

し，自動車，船舶，建築，建産機など他分野の技術者の方々

にとっては，道路橋示方書を読まなくても本報告を読んで

いただければその概要を知ることができるのではと考え

ている．冒頭でも述べたが，現在鋼橋市場はかつてない小

規模なものとなっており，老朽化した橋梁が増加している

にも関わらず，予算の不足や新設橋の不足により，老朽化

橋梁の比率がどんどん増加している．また，幾つかの橋梁

は老朽化により通行止めされている2)．

道路，そして橋梁は，日本経済を活性化させるための大

動脈であり，道路交通の閉鎖や渋滞による交通の停滞は，

大きな経済損失に繋がる結果となる．

今後も鋼橋の合理的性，耐久性，維持管理性，全体的な

品質を向上させる設計法や技術革新が無いと，橋梁市場の

向上と経済の活性化は望めない．僭越ではあるが，我々も

厚板技術者として，鋼橋の発展を願う次第である．
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